
担当課長名

章

節

項目

141.1%

141.1%

- 

- 

0.08 624 0.29 2,262 0.27 2,106 0.24 1,824 93.1%

0.08 624 0.29 2,262 0.27 2,106 0.24 1,824 93.1%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

97.4%

- 

- 

- 

- 

97.4%

100.0%

- 

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 総合政策部　政策推進課 斎藤　芳朗

(※) 第１期実施計画の事業名 みんなでつくるまち推進会議事業 財務会計上の事業名 委員報酬事業

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 6011 1 財務会計上の短縮番号 105

総合計画の体系

第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

第１節開かれた市政の推進

項目１市民参画の推進

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

市民、市議会、執行機関等との協働によるまちづくりを進める。

事業の対象
（誰を、何を）

市民、市議会、執行機関等

事業の手段・方法
（どのように）

みんなでつくるまち推進会議の意見を取り入れながら、協働のまちづくりの仕組みづくりを行う。

実 施 期 間   （平成１８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠法とその条項 池田市みんなでつくるまちの基本条例　第22条

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 0 224 316 447

主
な
内
訳

委員報酬 224 316 447

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計 Ａ 624 2,486 2,422 2,271

財

源

国・府支出金

地方債

その他財源

うち受益者負担 Ｂ

一般財源 Ｃ 624 2,486 2,422 2,271

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

上記の内容 受益者負担を伴う事業ではないため。

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

回 0 2 3 3 3

課　題

対　策

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

上記の内容

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由 企画・立案等の市政運営に関わる事務のため。

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

みんなでつくるまち推進会議開催

成果の達成状況

選択の理由
協働のまちづくりに関する認識を深められ、みんなでつくるまち推進会議からの協働のまちづく
りについての答申が得られた。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

会議の設置以降、地域分権制度等により協働のまちづくりについてはある程度認識が深まった
ところであるが、今後のみんなでつくるまち推進会議のあり方について見直す余地がある。

開催頻度や内容等、会議のあり方について検討する。

会議の設置以降、地域分権制度等により協働のまちづくりについてはある程度認識が深まった
ところであるが、今後のみんなでつくるまち推進会議のあり方について見直す余地がある。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成25年度

見直しの内容
会議の目的を具体化させるため、平成25年度に市長から諮問し、平成26年度に答申を受ける
形に変更。

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
会議の目的である「池田市みんなでつくるまちの基本条例の趣旨に沿ったまちづくりの推進」の
ため、会議のあり方を見直した上で今後も適切に運営していく。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 開催頻度や内容等、会議のあり方について検討する。

現在抱える課題
と

その対策

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

102.0%

106.2%

91.3%

69.1%

2.80 21,840 3.00 23,400 3.00 23,400 3.00 22,800 100.0%

2.80 21,840 3.00 23,400 3.00 23,400 3.00 22,800 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

100.9%

125.7%

- 

116.7%

- 

96.6%

95.8%

- 

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 市長公室広報広聴課 乾正澄

(※) 第１期実施計画の事業名 広報誌等発行事業 財務会計上の事業名 広報誌等発行事業

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 6012 1・４ 財務会計上の短縮番号 335

総合計画の体系

第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

第１節開かれた市政の推進

項目２広報機能の充実

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

市政やまちの話題を広く提供し、市政への理解と市民参加を促進する。

事業の対象
（誰を、何を）

市民

事業の手段・方法
（どのように）

「広報いけだ」「グラフいけだ」「暮らしの便利帳」の発行、記者クラブへの記事提供など。

実 施 期 間   （昭和２５年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 18,683 19,188 19,566 22,504

主
な
内
訳

印刷製本費 14,146 14,187 15,068 16,640

配布委託料 3,522 3,917 3,578 4,493

機器借上料 445 463 320 479

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計 Ａ 40,523 42,588 42,966 45,304

財

源

国・府支出金 674 847 718

地方債

その他財源 3,295 3,071 3,583 3,240

うち受益者負担 Ｂ

一般財源 Ｃ 15,389 15,663 15,136 18,546

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 38.0% 36.8% 35.2% 40.9%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

上記の内容

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

回 12 13 13 15 13

回 1 0 0 1 0

回 0 0 0 1 0

回 178 114 120 150 180

課　題

対　策

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

上記の内容 広報誌等の印刷及び配布を委託している

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務 広報誌の編集作業

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

職員による広報誌の編集作業が専門職化しているが、アウトソーシングすることで異動などが
あっても一定水準のものを安定して発行できる。

不可能の場合：選択の理由

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

「広報いけだ」の発行

「グラフいけだ」の発行

「暮らしの便利帳」の発行

新聞社への記事提供

成果の達成状況

選択の理由
記事提供については、自社の写真しか使わない新聞社が増えていることから記者が実際に現場で取材し
ないと記事にならないため、事前の口頭やメールなどによるロビー活動的な要素が増えている。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

いかにして多くの市民に読んでもらえるかが課題である。

さまざまな年代の目線にたった広報誌の作成に努める。

広報誌では誌面の企画などにさらなる工夫をすることで効果的な広報効果を得られる。グラフ
いけだも常に使える工夫が必要。記事提供については記者との友好な関係を築くことで掲載率
が向上する。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
外部編集の検討も進めながら、年代、性別にとらわれず、市民や学生レポーターなど多くの幅
広い市民による広報誌記事の作成に努める。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 市政情報を幅広く多くの方に届けるために、引き続き継続して実施すべき事業である。

現在抱える課題
と

その対策

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

- 

- 

- 

- 

0.10 780 0.10 780 0.10 780 0.10 760 100.0%

0.10 780 0.10 780 0.10 780 0.10 760 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

100.0%

- 

- 

- 

- 

100.0%

100.0%

- 

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 市長公室広報広聴課 乾正澄

(※) 第１期実施計画の事業名 まちづくり出前講座事業 財務会計上の事業名 まちづくり出前講座事業

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 6012 3 財務会計上の短縮番号 －

総合計画の体系

第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

第１節開かれた市政の推進

項目２広報機能の充実

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

市政全般にわたる市民の理解を深め、市民と市の協働によるまちづくりを一層促進する。

事業の対象
（誰を、何を）

市民

事業の手段・方法
（どのように）

市職員が地域に出向き、市の制度や計画、実施事業等地域の実情に即した広報活動を展開

実 施 期 間   （平成19年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠法とその条項 池田市まちづくり出前講座実施要綱

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 0 0 0 0

主
な
内
訳

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計 Ａ 780 780 780 760

財

源

国・府支出金

地方債

その他財源

うち受益者負担 Ｂ

一般財源 Ｃ 780 780 780 760

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

上記の内容

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

回 22 7 16 20 －

人 737 270 620 300 －

回

回

課　題

対　策

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

上記の内容

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務 出前講座の講師

見込まれる効果   （　　　　協働　　　　）

出前講座の内容が行政に関するものは職員でなければ難しい。但し内容によっては専門的知
識を有する講師を招致することは可能。

不可能の場合：選択の理由

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

開催回数

参加人数

成果の達成状況

選択の理由
講座のメニューに入っていないものでも各課で対応できるものなら開催してもらうなど、市民が
受講しやすいようにしているため、概ね良好である。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

各課による積極的な情報発信。

実施回数、参加回数はともに増加傾向にあり、今後も市民により身近に市役所を感じてもらうと
ともに、まちづくりに対する興味や理解を深めていただく。

予算がない事業のため、出前講座への派遣は市職員というのが現状。そのため、どこまで市民
の要望に応じきれているのか正確に判断できない。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 ２６　 年度

見直しの内容 消費生活センターや歴史民俗資料館などが単独で実施していた出前講座などを包括した。

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
市民により身近に市役所を感じてもらうとともに、まちづくりに対する興味や理解を深めていただ
くことは、市民との協働のまちづくりを推進する上で必要不可欠と考える。今後も市民が求める
メニューに柔軟に対応できるよう、各担当に働きかける。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容
「池田市みんなでつくるまちの基本条例」や「池田市地域分権の推進に関する条例」をはじめ、
本市の取り組みに関する啓発推進にむけ、実施すべき事業である。

現在抱える課題
と

その対策

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実施 未 実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

84.0%

84.0%

- 

- 

0.10 780 0.10 780 0.10 780 0.10 760 100.0%

0.10 780 0.10 780 0.10 780 0.10 760 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

93.1%

72.6%

- 

- 

- 

81.0%

87.0%

- 

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

一般財源 Ｃ 1,073 1,116 904 868

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 78.3% 81.5% 70.9% 72.8%

その他財源

うち受益者負担 Ｂ

324

地方債

  支  出  合  計 Ａ 1,370 1,369 1,275 1,192

財

源

国・府支出金 297 252 183

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

主
な
内
訳

声の広報委託料 590 589 495 432

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 590 589 495 432

実 施 根 拠

※根拠法とその条項 障害者自立支援法の地域生活支援事業

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

事業の対象
（誰を、何を）

１・２級の視覚障がい者

事業の手段・方法
（どのように）

声の広報（録音版「広報いけだ」）作成・配布

実 施 期 間   （平成４年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

広報誌を読むことのできない視覚障がい者に対して、広報いけだの録音版を提供し。そのニーズに応え
る

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 6012 5 財務会計上の短縮番号 350

総合計画の体系

第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

第１節開かれた市政の推進

項目２広報機能の充実

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 市長公室広報広聴課 乾正澄

(※) 第１期実施計画の事業名 声の広報作成事業 財務会計上の事業名 声の広報作成事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

回 12 12 12 12 12

回 12 12 12 12 12

課　題

対　策

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 今後も機材の普及状況を勘案しながら、幅広い市政情報の提供に努める。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 市政情報を幅広く多くの方に届けるために、継続して実施すべき事業である。

現在抱える課題
と

その対策

記録媒体のカセットテープからデジタル版への変更（テープ録音は時間がかかるとともに、カ
セットテープ事態が、すでに製造を縮小している）。

現在の利用者は数名であるため、デジタル版への変更を働きかける。

カセットテープで提供している方がいるため、読み原稿の作り方や記事の分量などに配慮が必
要で、より一層記事の精査を進める必要がある。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 ２６　 年度

見直しの内容 製作者を市内のボランティアグループ「池田声の図書」に変更し、協働で声の広報を作成している。

成果の達成状況

選択の理由
「池田声の図書」と協働することで、利用者がカセットテープからデイジー版への移行のきっかけになるなど良い点は
あったが、委託先が小規模団体のため、ほかの冊子の音声版ができないなどの課題点がある。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

録音版「広報いけだ」の発行

市ホームページへの音声版広報

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由

上記の内容 読み原稿は広報広聴課で作成、録音等の作業はすべて委託している

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　協働　　　　　　）

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実施 未 実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

- 

- 

- 

- 

0.54 4,212 0.54 2,532 0.57 2,766 0.57 2,732 105.6%

0.54 4,212 0.14 1,092 0.17 1,326 0.17 1,292 121.4%

0 0.40 1,440 0.40 1,440 0.40 1,440 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

109.2%

- 

- 

- 

- 

109.2%

100.0%

- 

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 市長公室秘書課 髙木　勝治

(※) 第１期実施計画の事業名 コミュニTEAトーク 財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 6013 1 財務会計上の短縮番号

総合計画の体系

第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

第１節開かれた市政の推進

項目３広聴機能の充実

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

市長と市民が直接対話できる機会を設定することにより、市民に広く市政への関心を深めてもらうため。

事業の対象
（誰を、何を）

市民

事業の手段・方法
（どのように）

月1回自由参加で開催

実 施 期 間   （平成７年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円）

主
な
内
訳

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計 Ａ 4,212 2,532 2,766 2,732

財

源

国・府支出金

地方債

その他財源

うち受益者負担 Ｂ

一般財源 Ｃ 4,212 2,532 2,766 2,732

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

上記の内容 受益者負担が無いため

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

☆ 人 95 72 135 150 100

課　題

対　策

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

上記の内容

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務 議事録等の資料作成等は委託可能と思われる。

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

コスト削減できる可能性もあるが、委託に要する手続きや効果等を鑑みると効果は少ないと思
われる。

不可能の場合：選択の理由

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

参加者数

成果の達成状況

選択の理由 参加者数が増加してきているため。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

毎回参加される市民が多く見受けられ、初めて参加される市民が少ない。

広報誌などで周知を行っているが、多くの市民が参加できるよう今後も周知徹底していきたい。

開催場所の変更など、市民が参加しやすい環境づくりなど、その都度改善を図っているもの。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成２３年度（２月）

見直しの内容 市長の就退任に伴い、手法や場所の改善を行ったところ。

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
市民とより身近な対話の機会をということで開催している。市長の意向に基づきながら検討して
いく。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 一定の成果を得られており、平成２７年度も同内容を継続して実施する。

現在抱える課題
と

その対策

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

98.8%

98.8%

100.0%

100.0%

4.20 16,380 5.10 15,820 3.00 12,060 3.00 12,000 58.8%

0.30 2,340 0.30 2,340 0.30 2,340 0.30 2,280 100.0%

3.90 14,040 2.80 10,080 2.70 9,720 2.70 9,720 96.4%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 2.00 3,400 0 0 0.0%

78.2%

- 

- 

- 

- 

78.2%

100.0%

- 

上記の内容 受益者負担がないため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

一般財源 Ｃ 18,039 17,368 13,590 13,532

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

その他財源

うち受益者負担 Ｂ

地方債

  支  出  合  計 Ａ 18,039 17,368 13,590 13,532

財

源

国・府支出金

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

6

消耗品費 20 20 20 20

主
な
内
訳

法律相談委託料 1,633 1,522 1,504 1,504

負担金 6 6 6

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 1,659 1,548 1,530 1,532

実 施 根 拠

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民

事業の手段・方法
（どのように）

相談者の事業内容を聴き、市で解決できるものは担当部局と連携し、解決を図る。その他については、適
切な機関を紹介。個別民事については広報広聴課で実施している専門相談を利用してもらう。

実 施 期 間   （平成4年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

各種相談を通じて市民の声を聴き、適正・迅速に処理することで市民ニーズに応えるとともに今
後の行政事務に反映する。

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 6013 2・３ 財務会計上の短縮番号 200

総合計画の体系

第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

第１節開かれた市政の推進

項目３広聴機能の充実

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 市長公室広報広聴課 乾正澄

(※) 第１期実施計画の事業名
市民相談事業

（なんでも相談事業から名称変更）
財務会計上の事業名 市民相談事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

人 335 335 330 336 ―

人 242 260 250 386 ―

人 8,855 6,333 3,936 4,000 ―

課　題

対　策

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
複雑化する社会において、人々は多くの悩みや不安をいだいている。そのような人たちの相談
に適切に対応することは行政の責務の一つであり、そこから行政が現状を認識し業務の改善を
図ることもできる。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 多種多様化する市民ニーズに対応するため、専門相談の一つとして「宅建相談」を追加する。

現在抱える課題
と

その対策

各種相談を通して得た知識を、各業務の改善につなげていく。

今後も市民からの広範囲で多種多様な相談に対して、的確で迅速な対応ができるような相談体制の整備に努めると
ともに、各種相談を通じて得た市民の声を庁内（職員）に対して発信し、各課における業務改善につなげていく。

相談件数は、コントロールできるものではないが、一般相談者数が減少していることはそれだけ
トラブルが少なくなってきていると評価したい。なお、事業費の多くを占める法律相談委託料は
大阪弁護士会が定める基準に基づく金額であるが一般的な法律相談費用に比べ安価である。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

成果の達成状況

選択の理由
法律相談等相談業務は大変好評であり、受付人数を越える応募がある場合がある。過去の問合せに対
する回答データの集積が、新たな相談に回答するうえで信用のおける指針となっている。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

一般相談者（窓口等）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

法律相談の利用

その他専門相談の利用

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由
市役所の職員であればプライバシーを守ってもらえるという安心感から、相談者の中に市役所の職員かどうか確認さ
れる方もいる。相談内容を解決するために市役所が保有する個人情報に踏み込むことがあるため。

上記の内容
毎週火曜日、大阪弁護士会所属弁護士による市民向け法律相談会を開催。法律相談を継続的に受け付
けることは原則、弁護士でなければ不可能。市民にとって無料で弁護士に相談できる。

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でないＢ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

221.5%

268.4%

- 

100.0%

1.00 7,380 0.90 6,180 0.80 5,400 0.80 5,280 88.9%

0.90 7,020 0.70 5,460 0.60 4,680 0.60 4,560 85.7%

0.10 360 0.20 720 0.20 720 0.20 720 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

89.1%

- 

- 

84.1%

84.1%

89.2%

100.2%

94.4%

上記の内容
受益者負担としているのは、複写機等使用料であり、施行規則で定められている。費用弁償に
あたる当該使用料はモノクロ1枚１０円であり、社会的にみても適切な価格設定である。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 3.1% 3.0% 2.9% 3.2%

受益者負担の見直し 平成 　 年度

一般財源 Ｃ 7,238 6,070 5,416 5,312

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 96.9% 97.0% 97.1% 96.8%

その他財源 228 189 159 173

うち受益者負担 Ｂ 228 189 159 173

地方債

  支  出  合  計 Ａ 7,466 6,259 5,575 5,485

財

源

国・府支出金

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

13

消耗品費 23 22 22 22

主
な
内
訳

機器借上料 63 57 153 170

印刷製本費 0 0 0

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 86 79 175 205

実 施 根 拠

※根拠法とその条項 池田市情報公開条例、池田市個人情報保護条例

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民（市の保有する個人情報及び行政文書）

事業の手段・方法
（どのように）

池田市情報公開条例に基づき情報公開を実施。池田市個人情報保護条例に基づき個人情報
の開示を実施。

実 施 期 間   （平成１６年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

個人情報に注意しながら市の保有する情報の開示を行い、より公正で開かれた市政を実現す
ることにより市民と市の信頼関係を深める。

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 6014 2 財務会計上の短縮番号 175

総合計画の体系

第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

第１節開かれた市政の推進

項目４情報公開などの充実

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 市長公室広報広聴課 乾正澄

(※) 第１期実施計画の事業名 情報公開事業 財務会計上の事業名 情報公開事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

％ 99.2 99.4 98.6 100.0 ―

件 220 300 86 ― ―

件 44 51 56 ― ―

課　題

対　策

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
情報公開制度の実施により、市民の知る権利を保障するとともに公正で開かれた市政を実現
し、市民と市の信頼関係をより深める。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容
年度によって情報公開の件数は変わるが、現状の体制、対応で概ね対応できている。なお、
平成２７年度にはマイナンバー制度が導入されるため、条例を一部改正して対応する予定。

現在抱える課題
と

その対策

情報公開請求に対する迅速な対応

情報公開の請求が出た場合、担当課の職員と共に対応し開示・非開示などについて明確な対
応をとるとともに、担当課との意思疎通を十分に図る。

機器借上料が増加しているのは、市民利用のための複写機の機器借上料の負担が情報政策課から広報
広聴課へ移行したため。26年度も不服申立てが２件あったが、情報公開請求件数が減少しているのは、
市に対する信用が増しているためと捉えたい。個人情報開示請求件数増加は、介護の関係で個人情報
を取寄せる住民が増えているため

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

成果の達成状況

選択の理由
26年度も不服申立てがあったが説明責任を心がけた結果、概ね開示請求者には開示内容（不開示含む）に理解を
得ている。開示請求者に対しては、担当課の協力を得ながら丁寧な説明を心がけていきたい。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

個人情報開示請求件数

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

不服申立てがなかった割合

情報公開請求件数

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由 個人のプライバシーにあたる個人情報を取り扱うため。また案件ごとに開示・不開示等の判断が必要であるため。

上記の内容

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

63.5%

- 

- 

- 

0.28 2,184 0.28 2,184 0.38 2,964 0.38 2,888 135.7%

0.28 2,184 0.28 2,184 0.38 2,964 0.38 2,888 135.7%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

117.4%

- 

- 

- 

- 

117.4%

100.0%

- 

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 市長公室秘書課 髙木　勝治

(※) 第１期実施計画の事業名
市政功労者表彰式、高額寄付者感謝状

贈呈式
財務会計上の事業名

市政功労者表彰式、高額寄
付者感謝状贈呈式

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 6013 1 財務会計上の短縮番号 145

総合計画の体系

第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

第１節開かれた市政の推進

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

労うこと

事業の対象
（誰を、何を）

①池田市表彰条例第3条、第4条、第5条、第6条及び第7条に規定する者及び団体
②本市の市民または市民団体ならびに、本市にゆかりの深い個人または団体で、市政の発展に寄与したものならびに様々な分野において特筆すべき功績のあったもの。
③10万円相当以上の金員又は物品を寄附された方

事業の手段・方法
（どのように）

顕彰すること

実 施 期 間   （昭和２０年代より実施　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠法とその条項 池田市表彰条例及び施行規則

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 561 742 471 986

主
な
内
訳

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計 Ａ 2,745 2,926 3,435 3,874

財

源

国・府支出金

地方債

その他財源

うち受益者負担 Ｂ

一般財源 Ｃ 2,745 2,926 3,435 3,874

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

上記の内容 受益者負担がないため。

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

☆ 人 50 28 37

人 30 28 29

課　題

対　策

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

上記の内容

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務 資料作成等は委託可能と思われる。

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

コスト削減できる可能性もあるが、委託に要する手続きや効果等を鑑みると効果は少ないと思
われる。

不可能の場合：選択の理由

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

市政功労者表彰式被表彰者

高額寄附者

成果の達成状況

選択の理由 目標を設定した事業ではなく、本市に貢献された方や団体に対して、池田市としてその功績を称え、謝意を示す場であるため。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

本市に貢献された方や団体に対して、池田市としてその功績を称え、謝意を示すことができて
いる。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
本市に貢献された方や団体に対して、池田市としてその功績を称え、謝意を表する機会として
実施していく。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容

現在抱える課題
と

その対策

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止


